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1 はじめに 

気候変動による大雨のリスクの増大は非常に重要であり、世界各国の課題となっている。近年、気候変動を踏

まえた大雨リスク評価が、気候モデルによる将来予測を用いて行われている（例：山田ら、2018、山田、

2019）。大雨のリスク評価には、気候予測モデル、降雨流出モデル、破堤モデル、氾濫モデル、死者数・経済

的被害に関する被害評価モデルなど、さまざまなモデルが用いられている。しかし、これらのモデルには、実際

に経験した災害事例が限られているため、様々な不確実性が含まれている。これらのモデル開発とリスク評価の

方法論は、各国で研究されている。客観的で信頼性の高いリスク評価手法を開発するためには、豪雨リスク評価

や氾濫対策に先進的に取り組んでいる世界各国が、それぞれのリスク評価手法を比較し、共同で開発することが

求められる。そこで、日本とオランダの研究グループによる共同研究プロジェクト「北海道における氾濫リスク

と気候変動」が開始された。 
この共同研究は、日本が主導する気候変動予測・リスク評価のためのアンサンブルアプローチ（例：山田ら、 

2018、星野ら、2020）に基づくものである。このアプローチでは、5km 解像度の大量アンサンブル気候デー

タセットを用いて、過去と将来の気候条件下における極端降雨の物理的特性を推定した。アンサンブル気候デー

タに基づく氾濫リスク評価の結果、将来の気候では過去の気候に比べて極端豪雨がより頻繁に発生する可能性が

あり、極端降雨は将来の気候では時間・空間的にともに強くなり、氾濫リスクが高くなることが明らかになった

（山田、2019）。氾濫リスク評価では、数千年にわたる気候シミュレーションを用いて、過去と将来の両方の

気候において極端な豪雨を引き起こす気候システムの変動性を考慮した。また、膨大モデル計算で得られるアン

サンブル情報は、統計学によっても実証されている（清水ら、 2020）。私たちの歴史は、起こりうる幅広い気

候変動における一つの結果に過ぎない。アンサンブル情報に基づくリスクベース手法の重要なコンセプトの一つ

は、物理学と統計学の「両輪」で成り立っていることである（図-1）。従来、日本では歴史的な情報に基づく治

水管理が行われてきたが、近年、これらの成果をもとに、気候変動を考慮した将来の治水政策が国レベルで議論

されるようになっている。 
一方、オランダは、リスクベースの治水対策を社会的に実装したパイオニアである。具体的には、オランダで

は、氾濫被害とその発生確率を統合したリスクベースアプローチを導入している（J. Van, 2016）。その治水対

策では、地域ごとに住民の避難率を想定し（B. Kolen,  2013）、破堤に伴う人的・経済的被害を定量化してい

る（S.N. Jonkman, 2007, B. Maaskant, 2009）。このリスクベースアプローチに基づき、オランダ全国で

2050 年までに氾濫による死亡リスクを 10-5 未満に抑えるという政策決定がなされている（オランダ王立気象研

究所 と Deltares、 2015、 インフラ環境省と経済省、 2015）。そこで、オランダ企業庁が推進する産学官連

携による研究「水のパートナー」の支援のもと、両国の知見を融合させるべく本研究が開始された。 
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治水分野においては、降雨から浸水までの過程を表す水文モデル（降雨流出モデル、河川流量モデル、浸水モ

デル）が、計画河川流量や氾濫被害の計画を行う上で根本的な役割を担っている。しかし、観測された氾濫事象

の数が限られているため、モデルのパラメータは不確実性を含んでいる。本共同研究の「ワークパッケージ 1
（WP1）」では、モデル自体に含まれる不確実性を明らかにするための重要な要素として、各モデルによる降雨

とピーク流量の関係性を検討した。降雨-ピーク流量関係を定量化することの利点は、異なる水文モデルやパラ

メータ設定に含まれる不確実性が推定できることである。また、モデルによる降雨-ピーク流量関係を導入する

ことで、頻度の低い極端降雨の時空間特性の将来変化をピーク流量推定に取り入れることができる。WP1の目的

は、降雨流出モデルや時空間降雨パターンの不確実性を考慮したピーク流量確率情報を作成するための枠組みを

構築することである。WP1 によるアウトプットは、確率年ごとのピーク流量の確率分布である。ピーク流量の

確率情報を得るには、2 種類の情報が必要である。一つは各確率年の降雨量の頻度分布であり、もう一つは降雨

流出モデルから得られる降雨-ピーク流量関係である。この手法の利点は、気候モデルや降雨流出モデルの違い

や精度に合わせて、推定ピーク流量を更新できることである。本テクニカルレポートは、WP1で開発された方法

論とその結果について記述したものである。 
 

 
 

 
 
 

図 1 「両輪」で構築されるリスクベースアプローチの概念（山田ら, 2018）1 
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2 日本における膨大な気候予測アンサン

ブルを用いた将来の洪水管理のための

リスクベースアプローチ 

2.1 日本における氾濫リスク評価と社会動向 
本章では、日本における最新の気候変動予測データとリスク評価手法、気候変動下でのリスク評価におけるア

ンサンブル気候データの役割の概要について解説する。 
2016 年 8 月、日本の北海道地方に 1 週間で 3 つの台風が上陸した。さらに、これらの台風が上陸した後、台

風 10 号がこの地方に接近した。これらの台風は、北海道の各地で記録的な大雨をもたらし、河川の氾濫や土砂

崩れ、道路や橋の流失、地域の主要な経済活動の中心となる農業用地に甚大な被害を与えた（国土交通省, 
2017）。本共同研究プロジェクトにおける日本側のメンバーは、国産スーパーコンピュータ（地球シミュレー

タ）を用いて、過去と気温上昇した気候条件下において地域気候モデルによる大規模気候シミュレーションを行

い、5km 空間解像度の大量アンサンブル気候データセットを開発した（例：山田ら、2018、Yamada, 2019、
Hoshino et al., 2020）。このデータを使用する利点は、過去と将来の気候条件のもとで、起こりうる極端降雨

の発生確率と強度を河川流域ごとに推定できることである。5km 解像度の大量アンサンブル気候データセット

によって推定された年間最大雨量と時間雨量は、北海道の複数の流域だけでなく、日本の九州地方の筑後川流

域、関東地方の利根川流域において観測データと整合していることをこれまでに明らかにした。さらに、膨大な

数の豪雨シミュレーションの降雨量と発生確率の妥当性を、統計学的理論からも実証した（清水ら、2020）。 
このアンサンブル気候データにより、降雨量と降雨の時空間的特性を踏まえた氾濫リスクの推定が可能となる。

日本の河川流域では、降雨の時空間的特性がピーク流量や氾濫被害に大きな影響を与えるが、実際に発生した降

雨現象は限られているため、降雨パターンは十分に考慮されていない。一方、アンサンブル気候データには、実

際に経験した降雨と類似した降雨パターンと未経験の降雨パターンの両方が多く含まれている。 
これまでに、数千の降雨パターンを使用し、アンサンブル気候データ、水文モデル、氾濫被害推定モデルを用

いて、過去と将来の気候条件下における人的・経済的被害と発生確率からなる氾濫リスクを推定した（Yamada, 
2019）。本研究は、過去の降雨観測に基づく従来のハザードベース治水計画から、将来の気候下で起こりうる

より大きな氾濫に対するリスクベースの新たな計画への転換に貢献するものである。こうしたアンサンブル気候

データを用いた詳細なリスク分析は、世界的にも先進的な取り組みであり、国連より、気候変動枠組み条約

（UNFCCC ボン気候変動会議）において代表的な防災研究として選定されている（Yamada, 2019）。 
社会的な観点からは、2016 年 8 月の一連の台風の直後、国土交通省北海道開発局と北海道庁は、災害を検証

し、前代未聞の大雨や今後の水害のリスクについて検討する専門委員会を設立した（国交省、2016 年）。専門

委員会では、「気候変動の影響を科学的に評価し、リスク評価結果に基づいて今後の治水対策を講じるべきであ

る」とまとめた。2017 年度、北海道大学研究グループは、地球温暖化対策に資するアンサンブル気候予測デー

タベース (d4PDF) (Mizuta et al., 2017) の地域実験で力学的ダウンスケーリングを行い、水平解像度 5km の

データセットを開発した（Hoshino et al., 2020）。このデータは、地形性降雨のような局所性の強い降雨現象

を高精度で表現することができる。2017 年度には、水平解像度 5km の d4PDF に基づき、気候変動影響予測と

氾濫リスクを定量化した。2018 年、国交省は「気候変動下における治水計画」を議論する会議を開催し、2019
年 10 月に結論を発行した（国交省、2019 年）。彼らの d4PDF を用いた解析では、過去の気候条件における大

雨の降水量と比較して、将来の気候における大雨の降水量は北海道全域で 1.15 倍、その他の地域では 1.1 倍に

なると推定された（国交省、 2019）。これらの評価は、産業革命前と比較して 2 度上昇での気候条件に到達す

ることを前提としている。なお、21 世紀初頭に、地球の気温はすでに 1 度ほど上昇している。2019 年も国土

交通省北海道開発局と北海道庁による委員会が開催され、北海道の十勝川・常呂川流域で気候変動に伴う大雨と

氾濫による影響のリスクを評価した。また委員会では、リスクアセスメントに基づき、効果的な適応策も検討し
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た。この技術検討委員会では、気候モデルで作られた降雨データを 「物理的に可能な降雨データ、いわゆる疑似

観測データ 」と考え、検討に用いた。 

2.2 アンサンブル気候データを用いたリスクベースアプローチの概要 
日本における気候予測の膨大なアンサンブルを用いたリスクベースアプローチの詳細な内容と重要性につい

て、以下に述べる。現在の日本の治水計画は、過去数十年の観測雨量データから異常値を排除する過程を経て決

定論的に導き出される将来予測雨量（例えば、100 年確率など）に基づいている。しかし、気候システムの自由

度を考えると、過去数十年の単一のデータセットでは、起こりうる降雨現象の一部を表現したに過ぎない。つま

り、定常状態を仮定しても、タイムスケールによる不確実性が常に存在する。d4PDF を用いたアンサンブルア

プローチにより、任意のタイムスケールにおける T 年降水量などの不確実性を信頼区間で評価することが可能と

なる。この概要については第 3 章で紹介する。 
気象現象は、任意の境界条件に支配された異なる頻度で発生するが、気候システムの主要な境界条件は海面水

温（SST）である。d4PDF の過去実験では、摂動を含む複数の初期条件によるアンサンブル計算を用いた。気

象庁気象研究所が開発した気候モデルを使用し、観測された海面水温を底面の境界条件とした。過去の気候デー

タは、60 年間にわたる 50 メンバの初期摂動を含む、合計 3000 年分のデータが用いられている。さらに、産業

革命前と比較して世界平均気温が 2～4 度上昇した場合の将来の気候条件についても、アンサンブル気候シミュ

レーションを適用した。この気候実験では、第 5 次結合モデル相互比較プロジェクト（CMIP5）に登録された全

球大気海洋結合モデル（うち 2 つは日本のモデル）の 6 つの海面水温パターンを使用した。これら 6 つのモデ

ルのアンサンブル気候データは、摂動を伴う複数の初期条件より作成した。d4PDF は、空間解像度 60km で全

球を、空間解像度 20km で東アジア地域をカバーしている。 
リスクアセスメントの結果の一例を以下に示す。図 2 は、過去実験、2 度上昇実験、4 度上昇実験のデータを用

いた確率評価による氾濫リスクを表している。すべてのアンサンブルメンバー（過去：3000 イベント、2 度上

昇：3240 イベント、4 度上昇：5400 イベント）の降雨パターンを、流出モデル、一次元不定流モデル、破堤

モデル、平面二次元氾濫モデルに入力したことで得られた結果である。この情報により、将来の氾濫被害リスク

を定量的に議論することができる。さらに、浸水深、流速、水位上昇率を用いて、数千の降雨から死者数を推定

することができる。また、死者数とその発生確率の関係を表す F-N 曲線の時間経過を図 3 に示す。この F-N 曲

線を時間軸に拡張することで、ハード及びソフト対策の発展などについて、将来の適応策を議論する際の利用が

期待される（図 3）。また、主要なインフラ施設や土壌流亡率に関連する他の種類の地域リスクも、このリスク

ベースアプローチで評価しするなど、これらのリスクに関する議論がすでに行われている。 
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気候変動下での氾濫リスク評価において、アンサンブル情報を利用することには、大きな利点が 2 つある。第

一に、このデータによって、観測雨量や予測雨量の不確実性の範囲を評価し、気候システムの自由度について検

討することができるようになる。このデータを過去の気候と将来の気候に適用することで、将来の氾濫リスクへ

の影響を評価することができる。またもう一つの利点は、予測される降雨の時空間パターンに基づいて氾濫リス

クを評価できることである。アンサンブル気候データには降雨の時空間分布が含まれており、これらは氾濫被害

の規模に大きな影響を与えるため、氾濫リスクを評価する際に考慮すべき重要なデータである。また、洪水対策

においても、他の被害を予測することができるため、必要不可欠である。このように、大量アンサンブル気候デ

ータセットを導入することで、氾濫リスク評価に新たな視点が加わる。それにより、意思決定のプロセスを改善

することができる。前述の日本におけるリスクベースアプローチは、過去の観測による決定論的な情報とアンサ

ンブル気候データによる確率的な情報の組み合わせである。この考えの根本は、アインシュタインとボーアの議

論に端を発している。 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2 過去実験と 4 度上昇実験（4K 将来実験）（浸水深：3.2m）における 1 年あたりの越流・破堤発生確率（山田、2020） 
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図 3 時間軸の F-N カーブ。F-N カーブの大きさや形状は、気候変動に伴う降雨増加や様々な適応策などによって決定される。

(山田、2020) 



 

PR3983.10December 2021 7 
 

3 データおよび方法論 

3.1 大量アンサンブル気候データ 
近年、文部科学省の研究プロジェクト（SOUSEI、TOUGOU、SI-CAT、DIAS）や海洋研究開発機構

（JAMSTEC）地球シミュレータ特別推進課題において、大量アンサンブル気候シミュレーションデータベース

（d4PDF）（水田ら、2017）が作成、活用されている。d4PDF と過去・現在・将来の気候に関する豊富なデー

タを利用することで、災害につながる極端現象の発生頻度を評価することが可能になっている。d4PDF は、気

象研究所 AGCM バージョン 3.2（MRI-AGCM3.2）（Mizuta et al., 2012）という大気大循環モデルによる水

平解像度約 60km のシミュレーション（d4PDF-60km）と、日本を含む東アジアを対象とした地域気候モデル

（RCM)による d4PDF-60km から水平解像度 20km の力学的ダウンスケール（DDS）（d4PDF-20km）から

なっている。d4PDF の実験設定は、過去の気候条件（過去実験；50 アンサンブル x60 年（1951-2010））

と、産業革命前より全球平均気温が 4℃上昇した気候条件（4 度上昇実験；6 海面水温パターン×15 アンサンブ

ル×60 年）である。過去の実験で使用した海面水温（SST）は、新海面水温解析データ（COBE-SST2）（平原

ら、 2014）から得たものである。海面水温の解析誤差に基づく小さな摂動を海面水温の初期条件に加え、アン

サンブルのメンバーとした。4 度上昇実験に用いた海面水温は、CMIP5 のフェーズ 5 で実施された RCP8.5 に
基づく 6 パターンで構成されている (Tayloret al., 2012)。d4PDF の実験設定の詳細については、Mizuta et 
al. (2017)が述べている。さらに、d4PDF-20km の年間最大雨量イベントを水平解像度 5km に変換する力学

的ダウンスケーリング（DDS）が適用された（山田ら, 2018）。対象降雨事象には、d4PDF-20km の各年にお

いて、6 月 1 日から 12 月 1 日の間に十勝川流域（帯広基準点より上流）にて降雨量が 72 時間で最大値となっ

た事象と定義した。本研究では、降雨事象を年間最大降雨事象と定義した。力学的ダウンスケーリングには、

d4PDF-20km に使用した NHRCM (Sasaki, 2008)を採用した。力学的ダウンスケーリングの対象エリアは、

北海道を中心とした 800×800 km に設定した。図-4 は、力学的ダウンスケーリングの過程を示したものであ

る。さらに、計算格子数を水平方向 161×161、鉛直方向 50 に設定した。DDS には Kain-Fritsch 対流パラメ

タリゼーションスキーム (Kain et al., 1993) が用いられた.その他の物理スキーム（微物理スキーム、地表スキ

ーム、境界層スキーム）は Kawase et al. (2018)が用いたのと同様である。本研究ではグリッド平均地形を用

いたが、Kawase et al. (2018)は envelope-type mountains を使用した。本研究では、d4PDF-20km の値

を利用して、計算のための初期条件と境界条件を設定した。DDS の対象期間は、d4PDF-20km から抽出した年

間最大雨量を含む 15 日間とした。DDS は合計で過去の実験 3000 事象、4 度上昇実験では 5400 事象で行っ

た。 
 

 

図 4 d4PDF-5km を作るためのダウンスケーリング計算の過程（例：山田ら, 2018） 
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3.2 各確率年のピーク流量分布の推定方法 
各確率年のピーク流量頻度の推定方法は、図-5 に示すように、3 つのステップから成る。まず、リサンプリン

グ手法を用いたアンサンブル気候データにより、各確率年の雨量頻度を推定する。この処理により、任意の確率

分布の範囲である任意の確率年の降雨の頻度分布が信頼区間として定義される。具体的には、信頼区間は母集団

パラメータ θを（1-p）の確率で含み、利用可能なデータに基づいて信頼上限値と信頼下限値で区間［LC.I.
（X），U C.I. （X）］が構成されている。ここで、p は有意水準(0 < p < 1)である。区間 (LC.I.(X), U 
C.I.(X))] を 100(1 - p) % 信頼区間と定義する。第 2 段階として、降雨流出モデルを用いて、雨量とピーク流

量との関係を推定する。アンサンブル気候データセットに含まれるいくつかの降雨パターンに対して降雨流出シ

ミュレーションを行い、対象地点のピーク流量を算出した。そして、雨量とピーク流量との関係に分位点回帰を

適用し、雨量の関数としてピーク流量の相対頻度を求めた。第 3 段階は、各確率年におけるピーク流量頻度の推

定である。任意の雨量によるピーク流量の発生頻度は、条件付き分布に相当する。そこで、T 年降雨分布におけ

るピーク流量の条件付き分布の加重平均をとることで、T 年ピーク流量の確率分布を求めた。 
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3.2.1 降雨の確率年 
現在の日本の治水管理における計画雨量は、一般に次のような手順で算出している。まず、観測された年間最

大雨量を、計画雨量の推定候補であるいくつかの確率分布に当てはめる。そして、安定性と適合度が最も高い確

率分布を採用する。そして、この採用した分布における目標年間超過確率「p」に対応する分位値として、計画

雨量を求める。超過確率 "p "に対応する確率降雨とは、1 年間にこの確率降雨を超える降雨の発生確率が "p "と
なることを意味する。また、採用した確率分布における超過確率の逆数として、確率年を定義している。これ

図 5 各確率年のピーク流量頻度の推定方法 
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は、治水対策を行う上で重要な指標となる。日本の主要河川流域の治水管理は、100〜200 年の確率年を計画レ

ベルとして採用している。 
しかし、先進国の主要な河川流域における水文量の観測期間は、数十年から百年以上に及ぶ。これにより、観

測期間が氾濫防御施設の計画確率年より短いことを示している。つまり、年最大値データを使用した場合、観測

された極値数は数十から多くても数百程度であり、従来の水文頻度解析における計画外力の推定は不確実性（推

定誤差）を含むことになる。アンサンブル気候データは、計算された気象現象の物理的な実現可能性を検証する

力学モデルに基づく降雨のサンプルを多数提供するため、確率降雨の不確実性を頻度分布として定量化すること

ができる。本研究では、各確率年の降雨の不確実性を定量化するために、アンサンブル気候データのリサンプリ

ングを実施した。 
T 年雨量の頻度分布を明らかにするため、d4PDF-5km のデータをリサンプリングする。d4PDF 過去実験は、

1951 年から 2010 年までの海面水温の観測値を境界条件とする気候モデルのアウトプットである。このため、

1951 年の 50 のアンサンブルメンバーから年間最大 72 時間雨量値を 1 つ、1952 年の 50 のアンサンブルメン

バーから年間最大雨量の値を 1 つというように、2010 年まで繰り返し抽出した。1951 年から 2010 年までの

60 年間の年間最大 72 時間雨量値を、1 つのサンプルとして定義した。また、4 度上昇実験では、6 種類の海面

水温を使用した。本研究では、各 SST の発生確率は等しいと仮定し、2051 年から 2110 年までの各年の 90 の

アンサンブルメンバーから 1 つの年間最大雨量を抽出し、60 年間の年間最大 72 時間雨量を 1 つのサンプルと

して定義した。前述のリサンプリング法を適用することで、両気候実験とも 10 万個のサンプルを作成した。過

去実験と 4 度上昇実験のリサンプリングした各 10 万個のサンプルにガンベル分布を当てはめ、T 年確率降雨の

頻度分布を求めた。すなわち、60 年間の年間最大 72 時間雨量にフィットした 10 万個のガンベル分布を推定す

ることで、ある確率年の T 年確率雨量が 10 万セット得られ、その頻度分布の推定が可能となった。気候モデル

を用いるため、導入したリサンプリング法は物理的なモンテカルロ法として解釈することができる。ガンベル分

布の累積分布関数は、式（1）のようになる。 

  exp expX

x
F x




         
   

 
 
(1) 

ここで、FX(x)はガンベル分布の累積密度分布、x は年間最大雨量、μは位置パラメータ、σはスケールパラメー

タである。 
 
 

3.2.2 降雨-ピーク流量関係 

本研究では、雨量の関数としてのピーク流量の頻度分布を、分位点回帰によって推定した。雨量が同じでもピ

ーク流量に幅があるのは、その時空間的なパターンによるものである。雨量とピーク流量との関係を、以下の関

数で表す。ピーク流量範囲は、分位点回帰によりパーセンタイル値として定量化し、各降雨量について 1～99
パーセンタイルの各分位値を抽出した。得られた 99 個の流量を用いて、ピーク流量の頻度分布を求めた。分位

点回帰を適用することで、任意の雨量によるピーク流量の条件付き確率分布を算出することができる。 
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3.2.3 ピーク流量の確率年 

 
各確率年のピーク流量の度数分布は、以下の手順で推定する。第 1 段階で得られた各確率年の雨量の度数分布

（図-5）と、第 2 段階で得られた各雨量によるピーク流量の頻度分布を用いて、各確率年のピーク流量の度数分

布を算出する。第 3 段階では、降雨量の各ビン（ヒストグラムのセクション）にピーク流量の頻度分布があるこ

とがわかります。ピーク流量の度数分布は、式（2）で表される。 

     , | , ,
p pQ p Q p Rr

f q T f q r T f r T dr   
(2) 

ここで、T は雨量に基づく目標確率年、Qp はピーク流量、R は雨量、fQp（qp｜r，T）は任意の雨量 r の下で

発生し得るピーク流量の条件付き確率密度関数、fR（r，T）は T 年雨量の確率密度関数、fQp（qp）はピーク流

量の確率密度分布である。 
本研究では，前述のリサンプリング法によって得られた確率降雨のセットにガンベル分布を当てはめ，任意の確

率年 T に対する確率降雨 fR(r,T)の連続分布を構築した。また、任意の期間の総雨量と計算ピーク流量との関係

から得られる、ある総雨量値 r に対して得られた計算ピーク流量値のセットにガンベル分布を適用し、ピーク流

量の条件付き分布 fQp（qp｜r，T）を構築した。式（2）は、ある確率年 T の総雨量下でのピーク流量 fQp
（qp,T）の確率分布を fR（r,T）と表現している。ここで、fQp(qp,T)はある降雨値 fQp(qp|r)の下でのピーク

流量条件つき分布の加重平均であり、降雨の分布 fR(r,T)は d4PDF-5km から導き出される。 
前述の確率ピーク流量の方法は、条件付き分布（降雨流出モデルから得られる総雨量とピーク流量の関係で表

される）とアンサンブル気候データからの確率降雨の分布を統合したものである。つまり、気候モデルや降雨流

出モデルの違いや高度化に伴い、出力されるピーク流量の確率分布を更新することが可能な手法なのである。 
 

3.3 水文モデル 

このセクションでは、ワークパッケージ 1 で両国が採用した降雨流出モデルについて説明する。これらの物理

モデルが表現する降雨量やピーク流量の特性から、モデル計算の不確実性を評価することができる。 

3.3.1 wflow_sbm 

Wflow_sbm は、簡略化された物理関係に基づく概念的なバケツ型水文モデルであり、水平方向の輸送には

kinematic wave 法による表面流と中間流のシミュレーションを使用している。wflow_sbm モデルは、高分解

能の空間入力データを使用できる分布型水文モデルである。このため、3.1 節で紹介したように、高解像度気候

モデル出力の利用に適したモデルとなっている。wflow_sbm のコンセプトの中で最も関連性の高い鉛直・水平

プロセスの概略図を図 6 に示す。 
十勝川流域の wflow_sbm モデルは、全世界で入手可能なデータに基づいて、約 1×1km2の解像度で設定され

たものである。河川ネットワーク、河川長、勾配パラメータは、最先端の Hydro-MERIT データセット

（Yamazaki et al., 2019）から導出した。土壌の水文パラメータは、GLOBCOVER の土地被覆図と 250m 土

壌データベースの SoilGrids から導いたものである。パラメータは、ポイントスケール（ペド）伝達関数とマル

チスケールパラメータ地域化（MPR）技術を組み合わせて導き出し、モデル解像度に合わせたスケーリングを行

った。 
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十勝川流域の wflow_sbm モデルは、1x1km2のモデル解像度で、全球で入手可能はデータを用いて設定された

ものである。河川ネットワーク、河川長、勾配パラメータは、高解像度基本データの情報を保持するために、最

新のアップスケーリング技術を用いて、hydro-MERIT データセット（Yamazaki et al.（2019））から導出し

た（Eilander et al.（2021））。土壌の水文パラメータは、VITO の土地被覆図と SoilGrids250m 土壌データ

ベースから得たものである。パラメータは、マルチスケールパラメータ地域化（MPR）技術と組み合わせたポイ

ントスケール伝達関数を使って導き出され、モデル解像度にスケーリングした（Imhoff et al.、2020）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6 特定のグリッドセル（左）および wflow_sbm モデルの河川ネットワーク（右）の垂直および水平プロセスを示す
wflow_sbm コンセプトの概略図。 
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wflow モデルは、降雨-流出過程をシミュレーションするために世界中で使用されている。wflow モデルは、連

続的なシミュレーションだけでなく、事象ベースのモデリングにも使用することができる。このため、高度な土

壌水収支スキームがモデルに含まれている。それにより、干ばつ時にも非常に適したモデルとなっている。ま

た、このモデルは物理ベースなので、気候変動が水文応答に与える影響をシミュレーションすることもできる。 
氾濫ピークの推定に関連するすべての降雨-流出過程がモデルに含まれている。このモデルには、急速な融雪が

氾濫の発生に寄与する場合の雪と氷河のプロセス、土壌水収支スキーム、地表水と（急流）中間流のルーティン

グが含まれている。 

3.3.2 MATSIRO モデル 

また、本研究では、表面相互作用と流出に対する最小限の高度処理(MATSIRO) (Takata et al., 2003)を用

いた。MATSIRO は、陸面と大気の間の水蒸気、エネルギー、運動量の交換を物理的にシミュレートすることが

できる。このモデルを用いて、大気と地表の相互作用を GCM でシミュレーションすることができる。陸面過程

モデルは、人間活動の影響（Pokhrelet al., 2017）や地下水の影響（Koirala et al., 2014）など、水循環の

様々な影響評価に利用されている。最近では、地表や河川の状況をリアルタイムに推定するシステムも開発およ

び運用されている（「Today’s Earth」）。このシステムは、MATSIRO と河道モデル CaMa-Flood 
(Yamazaki et al., 2011)で構成されており、気象の予報・観測データを入力データとして、地球規模での水災

害のリスクを推定するシステムとなっている。 
MATSIRO の概略図を図 8 に示す。MATSIRO ではキャノピーを 1 つの層として表現し、地表と大気の間のエネ

ルギーと熱の交換のシミュレーションを表している。MATSIRO は、ベースフロー、飽和過剰流出（Dunne 
runoff）、浸透余剰流出（Horton runoff）、土壌最上層の飽和流出の 4 種類の流出を考慮して、表面流と中間

流を解く。最初の 3 つの流出タイプは、サブグリッドスケールの勾配プロファイルを推定するため、簡略化した

TOPMODEL（Beven and Kirkby, 1979）を用いて計算したものである。 
本研究では、GCM から切り離された陸面過程モデルを用いたオフラインシミュレーションを行った。

MATSIRO の人的活動や地下水のモジュールは使用せず、他の流出モデルと同様にシンプルな降雨-流出プロセ

スに焦点を当てた。陸路過程モデルの境界条件として、d4PDF-5km の表層付近の大気データを用い、対象流域

内の各格子点の流量を計算した。得られた流量を非浸透条件下での降雨流出氾濫モデル（RRI モデル）に与え、

河川流量を算出した。 

図 7 十勝川流域の wflow モデルの 3 次元可視化。 
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3.3.3 降雨流出氾濫（RRI）モデル 

RRI モデルは、水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）が開発したものである。RRI モデル

は、洪水流や浸水のシミュレーションのために用いられる。RRI モデルは、降雨流出と洪水氾濫を同時にシミュ

レーションできる 2 次元モデルである（Sayama et al, 2012, Sayama et al, 2015）。河道のあるグリッド

セルでは、勾配と河川が同じグリッドセル内に位置するものと仮定している。河道を，その上にある斜面のグリ

ッドセルの中心線に沿った 1 本の線として分離する。斜面のグリッドセル上の流れは 2 次元拡散波モデルで、水

路の流れは 1 次元拡散波モデルで計算した。RRI モデルは、氾濫特性をよりよく表現するために、水平方向の浸

透流、鉛直方向の浸透、地表流をシミュレートする。山間部で重要となる水平方向の浸透流は、飽和浸透流と地

表水流を含めた流出-動水勾配関係で扱い、鉛直方向の浸透流は Green-Ampt モデルで評価した。モデルの詳細

は以下の通りである（Sayama et al., 2012）図-9 は、RRI のモデル要素を示したものである。 

 

 

 

 

 

 

図 8 陸路過程モデルの概略図。変数の記号は右表に示した 陸面過程モデル の予知変数と熱・蒸気フラックスである (Takata 
et al., 2003)。 
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3.4 2016 年氾濫時の流出シミュレーション 

3.4.1 wflow_sbm 

wflow_sbm モデルは、2016 年の事象に合わせてキャリブレートした。この事象には、8 月に 3 回連続の氾濫

ピークが含まれている。キャリブレーションに使用したパラメータは、深さによる土の透水係数の減少に連動す

る M パラメータと、土の水平方向と鉛直方向の透水係数を連動させる KSatHorFrac パラメータである。 
キャリブレーションは、流域の 4 つの観測点について、選択した事象のシミュレーション流量と観測流量を比較

することによって行われた。十勝ダム流入部、札内川ダム流入部、札内、帯広の 4 地点である。場所は、下記の

地図の通りである。 
 
 
 
 
 
 

図 9 RRI モデルの概略図（https://www.pwri.go.jp/icharm/research/rri/index.html） 



 

PR3983.10December 2021 16 
 

 

 
 
 
 
図 11 では、流域の異なる観測点におけるシミュレーション結果を示している。このように、このモデルにより

帯広の流出を適度にとらえられることが分かる。このモデルでは、最初の 2 つのピークをわずかに過大評価し、

最後のピークを過小評価している。これは、降雨量のデータ、あるいはダムの影響が関係している可能性がある

が、モデルによってまだうまく捉えられていない。また、この過小評価は、おそらく札内川の流量を過小評価し

ていることに起因していることがわかる。特に十勝ダムへの流入は非常によくシミュレーションされているが、

札内ダムへの流入はひどく過小評価されている。過小評価の理由としては、この流域は水文学的に大きく異なる

ため、ピークを捉えるために必要なパラメータ値が異なること、あるいは、より可能性が高いのは、降雨量が過

小評価されていることが考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 10 十勝集水域と選定されたキャリブレーション地点の概要 
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図 12 は、累積流量の時系列を示したものである。この図から、十勝ダムや帯広地点では、モデル内の流量は観

測値と一致しているが、流出量が時間的にどのように分布しているかは、必ずしも一致していないことがわか

る。特に札内貯水池の流入量は過小評価されている。これは、札内川流域の降水量を過小評価しているためと考

えられる。 
 
 

 

図 11 選択したパラメータセットによる結果、異なる観測点での流出時系列を示す。 

図 12 選択したパラメータセットの結果により、異なる観測点での累積流量時系列を示す。 
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3.4.2 RRI モデル 

2016 年の氾濫事象を対象にキャリブレーションを行った。4 つのモデルパラメータと 3 つの異なるパラメータ

設定によるシミュレーションを実施した。対象パラメータと感度分析の条件を表 1 に示す。最後に、対象流域に

3 つの土地被覆タイプを設定し、それぞれの土地被覆タイプに応じたパラメータを設定した。 
 

 
 
 

 
 
 
 

表 1 感度分析のためのパラメータ設定 

図 13 十勝ダムへの流入量に関する感度解析結果（(a)河川セルの粗度係数 (b)河床勾配の粗度係数 (c)土壌層位 (d)水平

方向の透水係数による影響） 
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4 結果 

4.1 対象確率年の降雨確率分布 
図 14 は、過去実験と 4 度上昇実験の十勝川流域の降水量の確率年の信頼区間を示したものである。この図で

は、黒い点が観測された年最大流域平均 72 時間雨量、青い実線はこの観測値が従うと想定されるガンベル分布

である。また、青色と赤色の部分は、それぞれ過去と将来の気候における確率雨量の信頼区間を示している。過

去と将来の気候の信頼区間は、3.2.1 節で述べた物理的モンテカルロ法を用いて作成した。3.2.1 節に記載した

通りリサンプリングした各サンプルにおける年間最大雨量の算出数は、観測値と同じである。二つの信頼区間に

おいて紫色の重複領域があることは、地球平均気温が 4 度異なる両気候において、同じ確率年で異なる頻度の大

雨が物理的に発生しうることを示している。アンサンブル気候データに基づく確率評価の結果は統計理論によっ

ても裏付けられ、科学的整合性を確保する研究成果が得られた（Shimizu et al., 2020）。本研究では、想定し

た年間最大雨量の確率分布のもとで発生しうる雨量の統計的閾値を導出できる確率限界法検定（森口、 1995）
を採用し、この検定に基づく信頼区間を構築した。図 14 の青と赤の点線は、この理論に基づく信頼区間の幅を

示す。この図から、アンサンブル気候データに基づく信頼区間と確率限界法に基づく信頼区間は、過去と将来の

気候において非常によく一致していることがわかる。物理モンテカルロ計算と確率限界法からそれぞれ構築され

た信頼区間が一致したことは、本研究の数学的整合性を裏付けている。 
 

 
 

  

図 14 d4PDF-5km から推定される降水量の信頼区間（Shimizu et al., 2020） 
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本研究では、d4PDF-5km から得られる、ある確率年の年間最大 72 時間雨量の頻度分布にガンベル分布を当て

はめた。確率年 150 年を例とし、過去と 4 度上昇実験のガンベル分布の確率密度関数を図 15 に示す。この図か

ら、ガンベル分布は、d4PDF-5km から得られる 150 年年間最大雨量の頻度分布とよく適合していることがわ

かる。確率降雨分布を連続分布で関数化することで、次節で述べる T 年ピーク流量の確率分布を解析的に算出す

ることができる。 
 

4.2 降雨-ピーク流量の関係 
ここでは、総雨量とそれに伴うピーク流量との関係を算出する方法について述べる。図 16 は、十勝川帯広基

準点における河川のピーク流量と年最大 72 時間雨量の関係を示したものである。図中の大きな円は観測結果、

小さな円は d4PDF の過去実験（青）、4 度上昇実験（赤）である。両実験におけるピーク流量は、同流域の河

川計画で使用されている流出・河道モデルによって得られたものである。図 16 の観測データでは、流域平均雨

量の増加とともにピーク流量が増加しており、これは過去の実験結果でも確認されている。 
さらに、4 度上昇実験では、より広い範囲の降雨を含みながら、同じ傾向のピーク流量が発生している。この

研究では、同じ流出パラメータを使用していることから、同じ雨量に対するピーク流量の差は、その雨量の時空

間分布に依存することがわかる。ちなみに、最大観測値は 2016 年 8 月の氾濫・土砂災害の時であり、この降雨

の時空間分布はピーク流量を大きく上昇させたことを示唆している。同様の解析手法を日本全国の河川流域に適

用すれば、降雨の時空間変動の重要性とピーク流量への影響に関する議論ができるようになるだろう。 
  

図 15(a) 過去の実験における 150 年年間最大 72 時間雨量の

度数分布（青ビン）と、度数分布にフィットしたガンベル分布

の確率密度関数 f R(r,150) (青実線) 

図 15(b) 4 度上昇化実験における 150 年年間最大 72 時間

雨量の度数分布（赤ビン）と、度数分布にフィットしたガ

ンベル分布の確率密度関数 f R(r,150)（赤実線）。 
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本研究では，各実験における年間最大 72 時間雨量とピーク流量との関係に分位点回帰曲線を当てはめ，任意

の年間最大 72 時間雨量に対するピーク流量の外挿値を算出した。使用した分位点回帰曲線は、式（6）のよう

になる。各実験における年間最大 72 時間雨量とピーク流量との関係、および推定された分位点回帰曲線を図

18(a,b)に示す。ある降雨に対して発生しうるピーク流量の条件付き頻度分布を算出することができる。本研究

では、この条件付き度数分布にガンベル分布を適用して連続分布 f Qp(Qp|r,T)を算出した。図 18(a,b)は、任

意の降雨値 300mm における各実験のピーク流量の条件付き確率密度関数を示したものである。 

2
pQ aR bR   (6) 

ここで、Qp はピーク流量、R は年間最大 72 時間雨量、a および b は分位点回帰曲線のパラメータである。大量

アンサブル気候データセットを使用するものの、極端な流量事象はそれほど多くない。しかし、降雨とピーク流

量の関数を用いることで、極端な流量をカバーすることができる。なお、極端流量は、降雨量とピーク流量との

関係式の影響を受けやすい。そのため、対象となる河川流域の特性を踏まえて、式のタイプを検討する必要があ

る。 
降雨量とピーク流量との関係は、時空間的な降雨パターンや流出モデルの違い、それらのパラメータによって

求める。3.3 節で述べた水文モデルを統合して得られた降雨量とピーク流量の散布図を図 19 に示す。なお、

2.3 節 で述べた流出モデルのパラメータは、実用化においては調整が必要である。追加した 3 つのモデルの対象

降雨事象は、d4PDF（過去）の降雨量上位 50 事象と、d4PDF（4 度上昇）の降雨量上位 100 事象とした。す

べてのモデルの結果から、大雨の事象に対し、ピーク流量には幅があることがわかった。ここで提案する手法に

より、各流出モデル、あるいは各流出モデルの組み合わせ結果に対して、降雨-ピーク流量関係に前述の回帰曲

線を適用することで、複数の流出モデルを考慮した各確率年におけるピーク流量分布を推定することが可能であ

る。以下において、単一モデルの降雨量とピーク流量との関係から、ピーク流量の確率年を推定する。 
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図 16 十勝川流域の基準点における年間最大 72 時間雨量とピーク流量との関係 

図 17(a) 過去実験における同一基準点での年間最大 72 時間雨
量とピーク流量、および分位点回帰曲線の関係。 

図 17(b) 4 度上昇実験における同一基準点での 72 時間年
間最大雨量とピーク流量、および分位点回帰曲線の関係 
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図 18(a) 過去の実験で確率 150 年の最大 72 時間雨量が
300mm だったときの確率ピーク流量（青ビン）の度数分布と
ガンベル分布 f Qp(q p|r=300, 150)の確率密度関数（青実
線）のフィッティング結果。 

図 18（b）4 度上昇実験における 150 年確率年の 72 時間
雨量の最大値が 300mm の場合の確率ピーク流量（赤ビ
ン）の度数分布とガンベル分布の確率密度関数 f Qp(q 
p|r=300, 150)のフィッティング（赤実線）。 

図 19 十勝川流域の基準地点における年間最大 72 時間雨量と各流出モデルで推定されたピーク流量との関係 
＊なお、RRI、wflow、陸路過程モデルの初期条件、パラメータは、実用化には調整が必要である。 
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4.3 ピーク流量の確率年 
図 20 と図 21 は、過去実験と 4 度上昇実験における 150 年ピーク流量の確率分布の導出過程である。図 22

は、過去実験と 4 度上昇実験の 150 年ピーク流量の確率密度関数を比較したものである。気候条件の違いによ

り、確率分布の形状が変化していることが確認できる。将来変化の増加率は、期待値で 1.88、4 度上昇実験と

過去実験の 95%信頼限界上限値で 2.04 である。 
その計算過程を（図 20、図 21）に示す。計画雨量の対象確率スケール T（ここでは 150 年）を設定すること

で、年間最大ピーク流量の関係の横軸は 150 年確率雨量、縦軸は 150 年確率雨量下で発生し得るピーク流量と

なる。ある降雨量 r に対して発生するピーク流量の確率分布 fQp(qp|r, 150)を 150 年確率年間最大 72 時間雨

量分布 f R(r, 150)で重み付けして平均し、150 年ピーク流量の確率分布 fQp(qp, 150) を求める。両図から、

降雨の時空間的な集中により、過去の気候に比べて将来の気候では年間最大 72 時間雨量とピーク流量との関係

がより大きくなることがわかる（星野、山田、 2018）。図 23 は、過去と将来の気候条件における年間最大雨

量の確率年とピーク流量との関係を示したものである。この図により、ここで提案する手法により T 年ピーク流

量の不確実性を推定することができる。 
この方法による 150 年ピーク流量を帯広、札内、美星、音更川の合流地点で計算した。この確率ピーク流量

は、計画確率規模に相当する流量による水位評価、越水や破堤の確率評価、人的・経済的リスクの定量化の出発

点として利用することができる。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 20 過去の気候条件下での T 年確率ピーク流量を導く過程 
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図 21 4 度 上昇条件下での T 年確率ピーク流量を導く過程 

図 22 過去実験と 4 度上昇実験における 150 年確率ピーク流量の確率密度関数の比較 
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150年ピーク流量の統
計 

過去実験 4度上昇実験 増減率 

4 度上昇／過去 

平均値 3960.0［m3/s］ 7462.1［m3/s］ 1.88 

95%信頼区間上限値 7901.1 [m3/s］ 16171.3［m3/s］ 2.04 

95%信頼区間下限値 1858.0［m3/s］ 2993.9［m3/s］ 1.61 

 
 
 

  

図 23(a) 過去実験における年間最大雨量の確率年とピーク流
量の関係 
青実線；平均値 
青い点線；95%信頼区間限界線 

図 23(b) 4 度上昇実験における年間最大雨量の確率年とピー
ク時流量との関係 
赤実線；平均値 
赤い点線；95%信頼限界線 

表２ 過去実験と 4 度上昇実験に対応する 150 年ピーク流量分布の平均値と 95%信頼区間の比較 
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5 まとめ 

気候変動に適応するためには、確率雨量の不確実性を定量化し、大雨の予測方法を確立することが必要であ

る。本共同研究では、過去数十年の降雨観測から従来の水文頻度解析によって導き出された確率雨量の不確実性

を評価し、膨大な気候データセットを活用してその将来変化を推定した。特に、アンサンブル気候データによ

り、有限な観測サンプルに基づく確率雨量とその信頼区間の不確実性を定量化するとともに、気候変動下での時

空間降雨パターンの特性や大規模豪雨の発生リスクを評価することができた。また、同じ雨量であっても降雨パ

ターンの分布によってハイドログラフの形状やピーク流量が影響を受けるため、総雨量の不確実性の評価に加

え、降雨の時空間分布を治水に取り入れる必要がある。そこで、降雨-ピーク流量関係を理解し、それにより起

こりうる流量への影響を評価する枠組みを構築した。 
治水対策においては、計画雨量のハイエトグラフを用いた水文モデルにより算出した計画ピーク流量と水位を

考慮して、堤防や遊水池などの氾濫防御施設を計画する。ワークパッケージ 1 では、降雨の時空間分布を取り込

み、対象とする計画確率年のピーク流量の確率分布を推定する枠組みを提案した。具体的には、降雨特性と降雨

流出モデルによって定義される総雨量とピーク流量との関係により、対象確率年の降雨確率分布がピーク流量の

確率分布に変換される。アンサンブル気候データから得られる推定雨量の分布と、降雨流出モデルで指定された

全降雨ピーク流量関係を入力し、推定ピーク流量を算出した。したがって、気候モデルや降雨流出モデルの違い

や高度化に合わせて、対象計画確率年によるピーク流量の確率分布を更新するために本手法を用いることができ

る。つまり、将来の科学技術の進歩に対応した氾濫リスク評価の実現に寄与するものである。 
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